平成28年度

ＩＴ推進課
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企画・広域グループ

１　ＩＴ事業の推進・調整

(1)　ＩＴ事業の推進

　各部局等が行うＩＴ事業を技術面、調達面から支援するため、情報システム基礎調査の実施、部局担当窓口の設置やシステム調達仕様書の確認をするなど、各部局等がＩＴ事業を計画的・効率的に推進できるよう取り組んだ。

○　情報システム基礎調査

庁内における情報システムの全体像を把握し、情報関連コストの適正化並びに情報システムの改善、刷新等の検討の基礎資料とすることを目的として実施した。

・調査対象システム   222システム

○　部局担当窓口

部局担当窓口を設置し、各部局等のＩＴ事業に関する相談や予算確認などを実施した。

・相談件数
 　 51件

・予算確認件数
　 182件

○　仕様書確認

契約局の審査会案件（予定価格が３千３百万円以上の物品調達案件及び予定価格が２千万円以上の委託役務業務（リースを含む））に該当する各部局等のシステム調達仕様書について、より適正な調達となるよう仕様書の見直し等を指導した。

・仕様書確認件数 　11件

○　行政情報化推進主任者連絡会議

　　全庁及び部局等の行政情報化を効率的かつ円滑に推進するため、各部局の行政情報化推進主任者を招集し、情報伝達を行った。

・平成28年８月17日開催

情報システムの開発等に係る平成29年度当初予算要求内容の確認について 等

・平成29年３月22日開催

　　タブレット端末機の本格導入について 等

(2)　他都道府県との連絡調整

　他都道府県とのＩＴ事業に関する意見交換のため、以下の会議に参加した。

・　全国都道府県情報管理主管課長会議　　　２回

・　近畿ブロック情報管理主管課長会議　　　２回

２　タブレット端末機の試行導入実施

　ＩＴ活用による業務の利便性の向上を図るため、タブレット端末機の試行導入を実施。
　タブレット端末機により、出張時における庁舎外から庁内ネットワークへのアクセス、出張先での報告書の作成、写真や動画の撮影、地図機能の活用等、庁舎外での業務遂行に利用し、新たな働き方や導入効果を検討するため、平成27年８月から２年間の検証を実施している。
(1)　試行における機器及び導入台数並びに契約期間
・　機　　器：ｉＰａｄ Ａｉｒ２

・　導入台数：15台

・　契約期間：平成27年８月１日　から　平成29年７月31日　まで（２年間）

(2)　平成28年度試行導入業務

利用業務を募集し、提案の中から主にモバイルワーク利用の業務で試行。

試行対象については、平成27年度に効果の高かった所属への複数配備や対象としなかった部局への配備を行うことで、効果検証を継続した。（*：平成27年度からの継続所属）
	部局
	所属名（複数台数）
	対象業務

	総務部
	法務課
	法人立入検査業務

	財務部
	行政改革課＊
	公民戦略連携デスク事業 

	福祉部
	中央子ども家庭センター＊

（２）
	面接記録の作成・視覚を利用した面接 

	健康医療部
	藤井寺保健所＊（４）
	保健所薬事関係業務（医薬品販売業者に対する指導） 等

	商工労働部
	中小企業支援室ものづくり支援
	ものづくり支援拠点推進事業

	
	雇用推進室就業促進課
	高度若年人材還流促進事業

	環境農林水産部
	流通対策室
	大阪産（もん）グローバルブランド化促進事業

	都市整備部
	交通道路室道路環境課＊
	交通安全普及啓発事業 

	
	西大阪治水事務所
	河川施設点検業務

	住宅まちづくり部
	都市空間創造室
	大阪市都市計画局等との連携強化


３　大阪電子自治体連絡会の設立・運営等

平成14年４月25日に電子自治体の実現と地域情報化の推進に寄与することを目的に設立した大阪電子自治体推進協議会は、平成27年４月１日に「事業や契約の当事者となる組織体」から「調査研究や企画立案を行う組織体」に移行し、名称も「大阪電子自治体連絡会」とした。

事務局は引き続き大阪府に設置することになり、事務局の運営を行った。

(1)　大阪電子自治体連絡会の概要

①　目的：大阪府内の市町村と大阪府が、情報システムや情報ネットワーク等に関する情報の交換や共有を行うとともに連携・協働を図る。

②　会員：大阪府及び府内全市町村の情報担当部署

(2)　平成28年度の主な活動

1 情報発信
府内市町村に向けた大阪府及び大阪電子自治体連絡会の取組みや国からの照会・通知の状況等を情報発信するメールマガジンを毎月１回発行した。
2 情報収集・提供
〇 マイナンバー制度導入に伴うシステム対応を支援するため、マイナンバー制度に係る団体間での意見交換、情報共有を図るための場（メーリングリスト）を開設した（全ての市町村が参加登録）。

また、自治体クラウドに係る団体間での意見交換、情報共有を図るための場（メーリングリスト）を開設した（全ての市町村が参加登録）。

〇 サイバー犯罪・サイバーテロに関する情報等を共有するため、近畿管区警察局及び大阪府警察本部と共催し、情報ネットワークシステム担当者を対象に、平成28年８月19日に情報セキュリティ技術セミナーを実施した（参加者：76名〔自治体関係61名、警察関係15名〕）。

〇 市町村の情報化に関する課題を洗い出すため、平成28年10月13日から10月31日に電子自治体推進に関するアンケート調査を実施した。
3 ＬＧＷＡＮ府域ネットワーク連絡部会の運営

(1) ＬＧＷＡＮ府域ネットワーク運営連絡会の開催

　　　　　日　時：平成28年10月25日　場　所：マッセＯＳＡＫＡ

　　　　　参　加：府内35市町村
４　総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）への参加・運営

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）は、地方公共団体の組織内ネットワークを相互に接続し、各地方公共団体と国の各省庁及び住民との間の情報交換手段確保のための基盤とすることを目的としている。

ＬＧＷＡＮ運営主体（地方公共団体情報システム機構）が運営するネットワークの経費を、各都道府県で応分の割合により負担した。

経費の内容：全国ネットワークオペレーションセンター、都道府県ノードの運営費用及び

両者間を結ぶバックボーン回線の費用

ＬＧＷＡＮ運営に対する都道府県の役割に鑑み、府内市町村とＬＧＷＡＮ運営主体と連絡・調整などを行い、ＬＧＷＡＮの円滑な運営に努めた。

　・地方公共団体情報システム機構（平成25年度までは地方自治情報センター）への負担金

	
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	決算額
	31,533,000円
	38,109,000円
	34,388,000円
	33,349,000円


５　公的個人認証サービスの運用

公的個人認証サービスは、インターネット上の本人確認を安全･確実に行うための電子証明書をＩＣカードに格納して住民へ発行する制度であり、電子政府・電子自治体の基盤とすることを目的としている。平成28年１月からは、マイナンバーカードに標準搭載されることとなった（平成27年12月までは住民基本台帳カードに搭載）。
平成28年１月から電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律の改正により、電子署名の発行業務（ブリッジ認証局や共通基盤の運営）が都道府県から地方公共団体情報システム機構へ移管された。そのため、公的個人認証サービス共通基盤事業運用会議への負担金及び市町村への交付金についても、平成28年１月以降より地方公共団体情報システム機構への負担金として支払先が一本化された。

・地方公共団体情報システム機構（平成25年度までは自治体衛星通信機構）への交付金及び負担金

	
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	決算額
	65,599,855円
	68,066,434円
	58,361,795円
	81,454,262円


（平成25年度及び26年度決算額は交付金、平成27年度決算額は交付金と負担金の合計、平成

28年度は負担金。）
・（参考）公的個人認証サービス共通基盤事業運用会議への負担金（平成27年度で終了）

	   
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度

	決算額
	21,832,000円
	21,660,000円
	20,311,191円


・（参考）市町村への交付金（平成27年度で終了）

	
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度

	決算額
	2,418,400円
	2,297,900円
	1,172,600円


６　マイナンバー制度に係るシステムの整備

　  マイナンバー制度は、複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報であるということの確認を行うための社会基盤である。大阪府庁内における本制度に係る業務は、行政改革課が制度全般、ＩＴ推進課が庁内システムの整備、情報公開課が特定個人情報保護評価を主な分担として対応している。

システム整備に関しては、平成29年７月からの情報連携を開始するにあたり、地方公共団体では中間サーバーと統合宛名システムの整備、関連システムの改修が必要となるため、平成27年度にＩＴ推進課において統合宛名システムを調達した。
平成28年度は、全国の地方公共団体間で情報連携のテストを行う「総合運用テスト」の期間とされており、他府県や府内市町村との連携テストを実施した。

中間サーバーについては、経費節減・セキュリティ・運用の安定性の確保の観点から、地方公共団体情報システム機構が整備するＡＳＰサービスを利用することとし、負担金を支払っている。また、本業務に係る社会保障･税番号制度システム整備費補助金に関する事務を行った。
・大阪府統合宛名システム構築及び運用保守業務委託

	   
	平成27年度
	平成28年度

	決算額
	83,002,560円
	21,784,680円


・情報提供ネットワークシステム等総合運用テストに係る総合調整業務委託

	
	平成27年度
	平成28年度

	決算額
	-
	10,152,000円


・中間サーバー負担金

	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	決算額
	3,754,000円
	21,375,000円
	8,069,000円


７　自治体クラウド

自治体クラウドとは、クラウドコンピューティングをはじめとする情報通信技術を電子自治体の基盤構築に活用し、複数の地方公共団体が情報システムをデータセンターに集約してこれを共同利用することにより、情報システムの効率的な運用等を目的とするものである。

平成26年７月に、府内市町村を対象にマイナンバー制度・自治体クラウド説明会を開催し、併せて実施した意向調査の結果を受けて、平成26年10月に自治体クラウド導入検討準備会を開催、平成27年７月に自治体クラウド検討会を設置した。

(1)　自治体クラウド検討会の概要

設　置：平成27年７月16日

参　加：府内30市町村
目　的：参加市町村とともに、具体的な導入の課題整理や調達手法等の調査研究を行う。

(2)　平成28年度の主な活動

　　　①　自治体クラウド検討会第３回合同ＷＧ開催

　　　　　平成28年10月25、26日　場所：マッセＯＳＡＫＡ
　　　　　参　加：　府内37市町村
　　　　　豊能町、河南町、千早赤阪村の３町村による自治体クラウドの取組状況、及び大規模市による情報基盤の共同調達検討状況について報告した。また、大阪版自治体クラウドの今後の方針についての報告および意見交換を行った。

②　３町村（豊能町、河南町、千早赤阪村）による自治体クラウド実現

平成28年６月に府が事務局となって協議を開始し、２度のＲＦＩ実施、12月に協定書を締結（府は技術的支援として連名で押印）、同月３町村による調達（公募型プロポーサル方式・府は事務局）を実施し、平成29年３月に受託候補者を決定した。

８　市町村の自治体情報セキュリティ対策の支援

急増するサイバー攻撃への対応、マイナンバー制度の開始に向けて、平成27年11月、総務省において「新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化に向けて」が取りまとめられた。

(1)　大阪版自治体情報セキュリティクラウドの構築

総務省の示した対策において、「インターネット接続系においては、都道府県と市区町村が協力してインターネット接続口を集約した上で、自治体情報セキュリティクラウドを構築し、高度なセキュリティ対策を講じること。」とされた。

これを受けて、平成28年度に大阪版情報セキュリティクラウドの概要設計及び構築を行った。なお、運用期間は平成29年度から平成38年度の10年間としており、平成28年度内には33市町村の移行を行ったほか、平成31年度までに府及び府内全市町村の参加を予定している。
①社会保障・税番号制度システム事業／社会保障・税番号制度システム事業／自治体情報セキュリティ強靭性向上対策費

	   
	補助金対象経費
	府単独経費
	計

	平成28年度
	　36,016,000円
	　36,017,872円
	　72,033,872円


②セキュリティクラウド構築のための主な活動

	名称
	委託先
	契約期間
	契約金額(円)

	大阪版自治体情報セキュリティクラウド概要設計等委託業務
	伊藤忠テクノソリューションズ（株）
	平成28年4月～平成29年3月
	61,322

	大阪版自治体情報セキュリティクラウド構築等業務
	（株）ケイ・オプティコム
	平成28年9月～平成39年3月
	162,000


・　現状調査、市町村の要望聴取（平成28年５月～６月）
・　大阪版自治体情報セキュリティクラウド概要設計に関する説明会

平成28年６月８日（水）、９日（木）　マッセＯＳＡＫＡ
・　大阪版自治体情報セキュリティクラウド構築に関する説明会

平成28年10月25日（火）、26日（水）　マッセＯＳＡＫＡ

・　市町村説明回り、要望聴取（平成28年11月）
・　大阪版自治体情報セキュリティクラウド運用に係る説明会

平成29年１月19日（木）　（株）ケイ・オプティコム本社 会議室
(2)　地方公共団体情報セキュリティ強化対策費補助金

総務省の示した上記「新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化に向けて」に基づいて、府内市町村では、「(1) マイナンバー利用事務系では、端末からの情報持ち出し不可設定等を図り、住民情報流出を徹底して防止すること (2) マイナンバーによる情報連携に活用されるLGWAN環境のセキュリティ確保に資するため、LGWAN接続系とインターネット接続系を分割すること」などの対策を実施した。これらのセキュリティ対策について、府は府内市町村の補助金交付申請、交付決定通知、国予算の翌債繰越等に関して、市町村や国への連絡調整、内容確認、質問回答、調書作成・提出等の事務を地方公共団体情報セキュリティ強化対策費補助金交付要綱に基づき、適正に行った。

９　携帯電話等エリア整備事業

地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）において、市町村が携帯電話等の基地局施設（鉄塔、無線設備等）を整備する場合に、当該基地局施設や伝送路の整備費用に対して国が補助金を交付する。都道府県に対しても２／15（世帯数が100以上の場合１／５）を標準的な負担割合として、事業費の一部を負担するよう求められている。

平成28年度は、大阪府携帯電話等エリア整備事業費補助金交付要綱に基づき、和泉市の要望に対して同市槇尾山町地区及び仏並町小川地区の整備事業として交付決定を行った。

(1) 和泉市槇尾山町地区

	   
	補助金対象経費
	府単独経費
	計

	交付決定額
	　29,086,000円
	　5,817,000円
	　34,903,000円

	交付額
	　24,201,000円
	　4,840,000円
	　29,041,000円


(2) 和泉市仏並町小川地区

仏並町小川地区については、事故報告により平成28年度の執行を延期したため、平成29年度へ明許繰越しを行った。
	   
	補助金対象経費
	府単独経費
	計

	交付決定額
	　27,420,000円
	　5,484,000円
	　32,904,000円


情報基盤整備グループ
１　情報通信基盤等の整備・運用管理

庁内の情報通信基盤等（職員端末機や庁内ネットワーク、基幹システム等）を整備するとともに、その運用管理業務を実施した。また、総務省が示す「新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化に向けて」に基づき、新たに個人番号利用事務ネットワークを構築するとともに、インターネットからの脅威に備えるため緊急性の高いセキュリティ対策を実施した。

(1) 情報基盤サーバ機器等の運用管理業務

庁内ネットワーク及び個人番号利用事務ネットワークの各種設定並びに機器構成等の管理、情報基盤サーバの管理及び障害対応等、職員端末機等の配備及び管理、業務システムのオペレーション業務及び障害対応、コンピュータ室（府庁別館２Ｆ設置）の管理及びコールセンター業務（職員端末機及びネットワーク障害対応、行政文書管理システム他各種システムの利用方法に関する対応等）を行った。

	業務名称
	契約先
	委託料(円)

	情報基盤サーバ等構築・運用管理業務
	富士通㈱関西支社
	月額
	5,508,972

(平成27年3月のみ)67,456,800

	
	
	契約金額
	374,760,000

(平成26年4月～平成31年7月)

	個人番号利用事務ネットワーク用情報基盤サーバ等の構築業務
	富士通㈱関西支社
	契約金額
	59,940,000

(平成28年4月～平成29年3月)

	個人番号利用事務ネットワーク用情報基盤サーバ等運用管理業務
	富士通㈱関西支社
	月額
	3,780,000

	
	
	契約金額
	128,520,000

(平成28年10月～平成31年7月)


　(2) 情報通信基盤機器等の整備・運用管理

情報基盤サーバ機器等の更新及び障害対応・保守等の運用管理を行った。

	機種名
	数量
	契約先
	賃借料(円)

	情報基盤サーバ等機器
	１式
	㈱ＪＥＣＣ
	月額
	11,170,008

	
	
	
	契約金額
	670,200,480

(平成27年3月～平成32年2月)

	個人番号利用事務ネットワーク用情報基盤サーバ等機器等
	１式
	富士通リース㈱関西支店
	月額
	7,340,652

	
	
	
	契約金額
	440,439,120

(平成28年10月～平成33年9月)

	庁内ウイルス対策サーバ機器等
	１式
	富士通リース㈱関西支店
	月額
	113,085

	
	
	
	契約金額
	6,785,100

(平成24年3月～平成29年2月)


	業務ファイルサーバ機器
	１式
	富士通リース㈱関西支店
	月額
	40,383

	
	
	
	契約金額
	2,180,682

(平成24年9月～平成29年2月)

	大阪府ウイルス対策サーバ機器等
	１式
	富士通リース㈱関西支店
	月額
	113,085

	
	
	
	契約金額
	9,363,600

(平成29年3月～平成34年2月)

	議会サーバ等機器
	１式
	日立キャピタル㈱
	月額
	45,198

	
	
	
	契約金額
	2,711,880

(平成27年11月～平成32年10月)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	ＤＨＣＰサーバ等機器
	１式
	IBJL東芝リース㈱
	月額
	217,891

	
	
	
	契約金額
	13,072,752

(平成25年3月～平成30年2月)


２　情報端末機等の整備・運用

職員端末機等に係る機器の整備（調達）・運用を行った。

	　　機種名
	数量
	契約先
	賃借料(円)

	職員端末機
（平成24年度12月調達）
	１式
	富士通リース㈱関西支店
	月額
	1,361,010

	
	
	
	契約金額
	65,328,480
(平成24年12月～平成28年11月)

	職員端末機
（平成24年度12月調達）

再リース
	１式
	富士通リース㈱関西支店
	月額
	252,720

	
	
	
	契約金額
	3,032,640
(平成28年12月～平成29年11月)

	職員端末機プリンタ
（平成24年度1月調達）
	１式
	㈱ＪＥＣＣ
	月額
	75,516

	
	
	
	契約金額
	4,530,960

(平成25年1月～平成30年12月)

	職員端末機等（シンクライアント・モバイル端末機含む）

（平成26年度12月調達）
	１式
	富士通リース㈱関西支店
	月額
	17,627,112

	
	
	
	契約金額
	846,101,376

(平成26年12月～平成30年11月)

	職員端末機プリンタ
（平成26年度12月調達）
	１式
	ＩＢＪＬ東芝リース㈱
	月額
	144,417

(平成26年12月のみ)144,453

	
	
	
	契約金額
	8,665,056

(平成26年12月～平成31年11月)

	職員端末機

（平成26年度3月調達）
	１式
	日立キャピタル㈱
	月額
	5,612,760

	
	
	
	契約金額
	269,412,480

(平成27年3月～平成31年2月)

	職員端末機等（シンクライアント含む）

（平成27年度3月調達）
	１式
	富士通リース㈱関西支店
	月額
	8,025,480

	
	
	
	契約金額
	385,223,040

（平成28年3月～平成32年2月）

	職員端末機プリンタ
（平成27年度3月調達）
	１式
	日通商事㈱大阪支店
	月額
	440,532

	
	
	
	契約金額
	26,431,920

（平成28年3月～平成33年2月）

	個人番号利用事務端末機
（平成28年度12月調達）
	１式
	㈱ＪＥＣＣ
	月額
	8,276,958

	
	
	
	契約金額
	397,293,984

(平成28年12月～平成32年11月)

	職員端末機
（平成28年度12月調達）
	１式
	富士通リース㈱関西支店
	月額
	1,448,064

	
	
	
	契約金額
	69,507,072

(平成28年12月～平成32年11月)


３　共通利用機器の管理およびデータの遠隔地保管

(1)  共通利用機器の管理

庁内で共通利用を行うシステム機器等について、運用管理を行った。

	機種名
	数量
	契約先
	賃借料(円)

	光学文字読取装置(ＯＣＲ)
	１式
	IBJL東芝リース㈱
	月額
	115,236

	
	
	
	契約金額
	6,914,160

（平成27年8月～平成32年7月）

	一括出力用プリンタ
	１式
	日通商事㈱
	月額
	138,780

	
	
	
	契約金額
	8,326,800

（平成28年2月～平成33年1月）


(2)  データの遠隔地保管

重要なデータのバックアップを遠隔地に委託保管した。

	名称
	委託先
	契約期間
	契約金額(円)

	磁気テープ等の集配、運搬及び遠隔地保管業務
	㈱ワンビシアーカイブズ

大阪支店
	平成25年5月～平成28年4月
	5,276,210

	磁気テープ等の集配、運搬及び遠隔地保管業務
	阪神不動産㈱
	平成28年5月～平成31年4月
	5,265,432


４　庁内ネットワーク環境等の整備・運用

　　庁内ネットワーク再整備計画（平成２４年度から平成２８年度）に基づき、平成２８年度は本館の一部の執務室への無線ＬＡＮ機器の整備等を行った。

(1)  庁内ネットワークの更新設計及び施工管理業務

平成２８年度は、再整備計画に基づいて施工管理業務を行った。また、新たに個人番号利用事務ネットワークを構築するための構築設計及び施工管理業務を行った。
	名称
	委託先
	契約期間
	契約金額(円)

	大阪府庁内ネットワークの更新設計及び施工管理業務
	ネットワンシステムズ㈱
	平成28年4月～平成29年3月
	54,000

	個人番号利用事務ネットワーク構築設計及び施工管理業務
	ネットワンシステムズ㈱
	平成28年4月～平成29年3月
	3,240,000


(2) 庁内ネットワーク接続機器等の整備・運用
引き続き、既設の庁内ネットワーク接続機器の運用及び本館の一部・別館・新別館の各執務室の無線ＬＡＮ化にかかる機器等を整備した。
	　機種名
	数量
	契約先
	賃借料(円)

	大阪府庁内ネットワーク機器等の賃貸借
	１式
	NTTファイナンス㈱

関西支店
	月額
	3,222,450

	
	
	
	契約金額
	193,347,000

(平成26年1月～平成31年1月)

	庁内ネットワーク無線ＬＡＮ機器等
	１式
	芙蓉総合リース㈱

大阪支店
	月額
	1,325,817

	
	
	
	契約金額
	77,533,200

(平成26年10月～平成31年9月)

	庁内ネットワーク無線ＬＡＮ機器等

（平成27年度）
	１式
	㈱ＪＥＣＣ
	月額
	44,712

(平成27年7月～平成28年2月)

110,970

(平成28年3月～平成32年6月)

	
	
	
	契約金額
	6,128,136

(平成27年7月～平成32年6月)

	庁内ネットワーク無線ＬＡＮ機器等

（平成28年度）
	１式
	東京センチュリーリース㈱
	月額
	107,460
(平成29年1月～平成32年6月)

	
	
	
	契約金額
	4,513,320

(平成29年1月～平成32年6月)

	庁内幹線ＬＡＮ装置等（再リース）
	１式
	芙蓉総合リース㈱

大阪支店
	月額
	4,374

	
	
	
	契約金額
	52,488

(平成28年4月～平成29年3月)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	庁内幹線ＬＡＮ装置等
	１式
	芙蓉総合リース㈱

大阪支店
	月額
	257,470
(平成28年4月～平成28年11月)
78,309

(平成28年12月～平成30年7月)

	
	
	
	契約金額
	11,865,000
(平成25年8月～平成30年7月)

	庁内幹線ＬＡＮ装置等（本館・別館分再リース）
	１式
	芙蓉総合リース㈱

大阪支店
	月額
	109,296

	
	
	
	契約金額
	874,368
(平成28年12月～平成29年7月)

	ＬＧＷＡＮサービス提供設備
	１式
	ソフトバンク㈱
	月額
	2,520

	
	
	
	契約金額
	161,700

(平成24年10月～平成29年9月)

	個人番号利用事務ネットワーク機器等の賃貸借
	１式
	NTTファイナンス㈱関西支店
	月額
	518,400

	
	
	
	契約金額
	31,104,000

(平成28年10月～平成33年9月)

	新型ファイアウォール機器の賃貸借
	１式
	NTTファイナンス㈱関西支店
	月額
	710,445

	
	
	
	契約金額
	19,479,960
(平成28年10月～平成31年1月)


(3) 庁内ネットワーク監視業務

庁内ネットワークと接続するサーバ等機器の稼働状況やネットワーク機器の通信ログについて、監視業務を実施した。

	名称
	契約先
	契約期間
	契約金額(円)

	庁内ネットワーク監視業務
	㈱NTTネオメイト
	平成26年1月～平成31年1月
	21,164,284

	庁内ネットワークログ分析及びセキュリティインシデント報告業務
	㈱インターネットイニシアティブ
	平成28年10月～平成31年1月
	55,836,000


(4) 出先機関、インターネット等の回線サービスの整備・運用

出先機関等への回線サービスについて、整備・運用を行った。

	名称
	契約先
	契約期間
	契約金額(円)

	大阪府咲洲庁舎に係る回線サービス
	㈱ケイ・オプティコム
	平成28年4月～平成29年3月
	26,562,816

	出先機関等に係る回線サービス
	㈱ケイ・オプティコム
	平成26年3月～平成31年2月
	79,474,768

	出先機関等ネットワーク機器の賃貸借
	㈱ケイ・オプティコム
	平成26年3月～平成31年2月
	14,767,560

	東京事務所接続回線サービス
	㈱インターネットイニシアティブ
	平成28年4月～平成29年3月
	499,476

	大阪府公開用インターネット接続サービス
	NTTコミュニケーションズ㈱
	平成25年12月～平成30年11月
	12,289,200

	大阪府閲覧・VPN用インターネット接続サービス
	㈱インターネットイニシアティブ
	平成25年12月～平成30年11月
	6,079,920

	インターネット緊急用回線サービス
	㈱ＮＴＴ西日本
	平成28年4月～平成29年3月
	79,956

	議会用インターネット回線サービス
	㈱ケイ・オプティコム
	平成28年4月～平成29年3月
	606,528

	
	
	
	

	
	
	
	

	モバイル端末機に係る回線サービス
	㈱ＮＴＴドコモ
	平成28年4月～平成29年3月
	511,500


 (5) 庁内ＬＡＮ配線工事
個人番号利用事務ネットワークの構築に伴い、ＬＡＮ配線の敷設工事を行った。
	名称
	契約先
	契約期間
	契約金額(円)

	大阪府別館他における利用事務に伴うＬＡＮ配線設置及び付帯工事（１次工事）
	八宝電設株式会社
	平成28年7月～平成28年9月
	2,238,840

	大阪府本館他における利用事務に伴うＬＡＮ配線設置及び付帯工事（２次工事）
	八宝電設株式会社
	平成28年9月～平成28年10月
	749,520


  (6) データセンターの利用

・高津データセンター（大阪市中央区）の利用

24時間稼働を必要とする庁内ネットワーク機器や各情報システムを稼働させるため、高津データセンターを利用した。

	名称
	契約先
	契約期間
	契約金額(円)

	サーバ機器等のハウジングサービスに係る調達業務
	西日本電信電話㈱
	平成24年9月～平成29年3月
	102,072,712

	高津データセンターオペレーション業務
	西日本電信電話㈱
	平成28年4月～平成29年3月
	6,421,680

	データセンターと大阪府庁別館の回線サービス利用契約
	㈱ケイ・オプティコム
	平成25年12月～平成30年11月
	7,244,160


５　業務システムの整備・運営

会議室予約システムについて大量の所属コードの変更、新設があったため、年度更新作業を実施した。その他、庁内ネットワーク内で全庁的に利用する業務システムの運営を行った。

	名称
	契約先
	契約期間
	契約金額(円)

	会議室予約システムの年度更新業務
	関電ソリューションズ㈱
	平成29年3月～平成29年3月
	171,450

	大容量ファイル送受信サービスの提供
	トーテックアメニティ㈱
	平成28年4月～平成29年3月
	149,040

	債権管理等事務の電算処理業務
	㈱りそな銀行
	平成28年4月～平成29年3月
	372,503

	債権管理システムおよび住所・全銀マスタ検索システムの保守・運用支援業務の委託契約
	富士通㈱関西支社
	平成28年4月～平成29年3月
	942,300

	「全国町・字ファイル」購入に係る契約
	地方公共団体情報システム機構
	平成28年4月～平成29年3月
	421,200


事務事業実績
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